
証券コード：3092
2019年６月10日

　

株 主 各 位
　

千葉県千葉市美浜区中瀬二丁目６番地１

株 式 会 社 Ｚ Ｏ Ｚ Ｏ
代表取締役社長 　前 澤 友 作

　

　第21回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第21回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対す

る賛否をご表示いただき、2019年６月24日（月曜日）午後５時までに到着するようご送付いただ

きたくお願い申し上げます。

　敬 具

記

1. 日 時 2019年６月25日（火曜日）午後１時

2. 場 所 幕張メッセ国際会議場２Ｆ コンベンションホール

千葉県千葉市美浜区中瀬二丁目１番地

3. 目的事項

報告事項 1. 第21期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類

の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第21期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役６名選任の件

第４号議案 監査役２名選任の件

第５号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

※当日ご出席の場合は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げま
す。

※以下の書類につきましては、法令及び当社定款第17条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://corp.zozo.com/ir-info/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりま
せん。
①計算書類の注記
②連結計算書類の注記
従って、本招集ご通知の添付書類は、監査役及び会計監査人が監査報告及び会計監査報告を作成するに際して
監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

※株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://corp.zozo.com/ir-info/）に掲載させていただきます。

※当日は軽装（クールビズ）にてご対応させていただきますので、株主のみなさまにおかれましても軽装にてご
出席くださいますようお願い申し上げます。
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詳細は次ページをご参照ください。
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（添付書類）
　

第 21 期 事 業 報 告
　

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果
　

［表１］前年同期比 （単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2017年４月１日

　 至 2018年３月31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日

　 至 2019年３月31日）
前年同期比

商品取扱高 270,543 (100.0％) 323,129 (100.0％) 19.4％

売上高 98,432 (36.4％) 118,405 (36.6％) 20.3％

差引売上総利益 90,464 (33.4％) 104,962 (32.5％) 16.0％

営業利益 32,669 (12.1％) 25,654 (7.9％) △21.5％

経常利益 32,740 (12.1％) 25,717 (8.0％) △21.4％

親会社株主に帰属する当期純利益 20,156 (7.5％) 15,985 (4.9％) △20.7％

　（ ）内は商品取扱高に対する割合です。

　当社グループは、「世界中をカッコよく、世界中に笑顔を。」という企業理念のもと、日本最大級のファッ

ションECサイト「ZOZOTOWN」の運営、プライベートブランド「ZOZO」の販売及びファッションメディア

「WEAR」の運営を中心に事業活動を行っております。

　当連結会計年度における当社グループは、「ZOZOTOWN」においてはユニークユーザー数拡大及びコンバー

ジョンレート（ユニークユーザーの購買率）向上のために、ユーザーとブランド双方にとって魅力的なサイ

ト作りに注力してまいりました。具体的には、引き続きユーザーの多様なニーズに対応できるよう積極的に

幅広いジャンルの新規ブランドの出店を進めたことや、2018年５月（17日～23日）並びに同11月（６日～13

日及び20日～27日）には、それぞれ春及び秋のセールイベントとして「ZOZOWEEK」を実施いたしました。ま

た、新規会員獲得及び既存会員の年間購入金額増加を図るため、同12月25日より新たな有料会員サービスと

して、「ZOZOARIGATOメンバーシップ」を開始いたしました。ユーザーは月額500円（税抜）または年額3,000

円（税抜）を支払うことで、同有料会員サービスにご登録いただけます。有料会員特典としては、当社負担

にて月額50,000円（税込）を上限に商品販売価格の10％相当額につき、ユーザー自らの裁量で、①商品販売

価格からの値引、②日本赤十字社を始めとする当社指定団体への寄付、③購入先ショップへの還元に充当す

ることが可能となっております。2019年２月26日からは、一部出店ショップからの要望を反映し、各出店シ

ョップの裁量で、同有料会員サービス未加入ユーザーに対するZOZOTOWN内での価格表示の訴求態様を選択可
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能とする機能を追加しております。しかし、出店ショップすべてに同有料会員サービスについてご理解を頂

くことは難しく、費用対効果の点からも再検討し審議を重ねた結果、2019年４月25日をもって同有料会員サ

ービスを終了することといたしました。なお、2018年２月15日より開始しました「おまかせ定期便」（当社

でスタイリングしたコーディネート商品を定期的にお届けするサービス）については、ユーザーニーズ検証

のためテスト運用を行っておりましたが、今後の拡大が見込めないと判断し、2019年３月末日を以て新規の

申し込みを停止しております。

　プライベートブランド「ZOZO」については、従来のUネックTシャツ、テーパードデニムなどのカジュアル

アイテムに加え、2018年７月よりビジネススーツをはじめとしたフォーマルラインのアイテム展開も開始い

たしました。当第４四半期連結会計期間においては、ジップパーカーやチノパンツをはじめとした合計20ア

イテムのローンチをいたしました。また、従来「ZOZO」の商品を購入するためには、ユーザーが採寸用ボデ

ィースーツ「ZOZOSUIT」による計測を行う必要がありましたが、2018年９月７日より、「ZOZOSUIT」でこれ

まで計測された豊富な体型データを活用した体型推測アルゴリズムにより、一部のカジュアルラインアイテ

ムについてはユーザーが「ZOZOSUIT」による計測を行うことなく、最適なサイズの商品購入ができる新たな

計測手法を導入いたしました。今後は、ビジネススーツなど一部のフォーマルラインのアイテムを除くすべ

ての商品を上記の新計測手法により購入可能とするべく、引き続き実装に向けた対応に取り組んでまいりま

す。

　これらの結果、当連結会計年度の商品取扱高は323,129百万円（前年同期比19.4％増）、売上高は118,405

百万円（同20.3％増）、差引売上総利益は104,962百万円（同16.0％増）となりました。当連結会計年度よ

り、商品取扱高は商品販売価格から有料会員サービスに起因する値引額を控除する前の金額を以て表示して

おります。一方で、売上高については、同値引額控除後の金額となっていることから、計算上の受託販売手

数料率が低下する結果となっております。差引売上総利益率（対商品取扱高）は、対商品取扱高比32.5％

（前年同期比0.9ポイント低下）となっておりますが、これは、送料収入増加や広告事業売上といった上昇要

因以上に、前述の受託販売手数料率の低下及びPB商品在庫の評価損計上の影響がマイナスに作用したことが

理由です。

　販売費及び一般管理費は79,308百万円（前年同期比37.2％増）、商品取扱高に対する割合は24.5％と前年

同期と比較して3.1ポイント上昇しております。上昇の要因は、「ZOZOSUIT」の無料配布に伴う広告宣伝費の

増加、運賃改定に伴う荷造運搬費の増加、PB事業スタッフ及びエンジニアの積極採用等に伴う人件費の増

加、及びその他費用の増加（マーカー方式の「ZOZOSUIT」の開発コスト、システムリプレイスに伴う通信費

の増加、物流拠点拡張に伴う消耗品費の増加等）によるものです。

　以上の結果、当連結会計年度の営業利益は25,654百万円（前年同期比21.5％減）、営業利益率は対商品取

扱高対比7.9％と前年同期と比較して4.2ポイント低下しております。また、経常利益は25,717百万円（同
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21.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は15,985百万円（同20.7％減）となりました。

なお、当第４四半期連結会計期間において、特別損失として総額2,108百万円を計上しております。主要

な項目としましては、①PB事業の今後の海外展開について見直しを行った結果、ZOZO Germany GmbH及び

ZOZO APPAREL USA, Inc.を拠点に展開を行っておりました海外事業から撤退することといたしました。これ

に伴い、固定資産に係る減損損失として98百万円、たな卸資産評価損として691百万円、及び事業整理損失

として822百万円を計上しております。②体型計測を目的とした採寸用ボディースーツ「ZOZOSUIT」につき、

センサー方式による旧型モデルの製造のために当社が購入した機材及び部材につき、今後の転用可能性が見

込まれないものが発生いたしました。これに伴い、固定資産に係る減損損失として131百万円、及びたな卸

資産評価損として184百万円を計上しております。③当社の関係会社であるStretchSense Limitedにおいて、

経営成績及び財政状態の悪化により、当社が保有する同社株式の実質価額が著しく低下することになったた

め、投資有価証券評価損として178百万円を計上しております。

［表２］2019年１月31日開示 通期連結修正業績予想比

当連結会計年度
（修正業績予想）

当連結会計年度
（実績）

修正業績
予想比

商品取扱高 327,000 (100.0％) 323,129 (100.0％) △1.2％

売上高 118,000 (36.1％) 118,405 (36.6％) 0.3％

営業利益 26,500 (8.1％) 25,654 (7.9％) △3.2％

経常利益 26,500 (8.1％) 25,717 (8.0％) △3.0％

親会社株主に帰属する当期純利益 17,800 (5.4％) 15,985 (4.9％) △10.2％

2019年１月31日に開示いたしました修正業績予想に対して、商品取扱高は1.2％下回りました。一方で、

売上高は同予想比で0.3％上回りましたが、これは有料会員サービスに起因する値引額が想定を下回ったこ

とが要因となります。営業利益は同予想比で3.2％、経常利益は同予想比で3.0％それぞれ下回りました。親

会社株主に帰属する当期純利益は、前述の特別損失の計上の影響により、同予想比で10.2％下回りました。

　なお、当社グループはEC事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しておりますが、

単一セグメント内の各事業区分の業績を以下のとおり示しております。
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　各事業別の業績は、以下のとおりです。

［表３］事業別前年同期比

事業別

前連結会計年度
（自 2017年４月１日

　 至 2018年３月31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日

　 至 2019年３月31日）

取扱高
前年
同期比
(％)

売上高
前年
同期比
(％)取扱高

(百万円)
構成比
(％)

売上高
(百万円)

取扱高
(百万円)

構成比
(％)

売上高
(百万円)

ZOZOTOWN事業 　 　 　

(受託ショップ) 246,803 91.2 71,192 294,230 91.0 82,670 19.2 16.1

(買取ショップ) 166 0.1 166 149 0.0 148 △10.2 △10.7

(ZOZOUSED) 15,951 5.9 15,931 16,971 5.3 16,372 6.4 2.8

　小計 262,920 97.2 87,290 311,351 96.3 99,191 18.4 13.6

PB事業 － － － 2,763 0.9 2,746 － －

BtoB事業 7,536 2.8 1,642 9,014 2.8 2,056 19.6 25.2

フリマ事業 86 0.0 － － － － △100.0 －

広告事業 － － － － － 1,426 － －

その他 － － 9,498 － － 12,984 － 36.7

合計 270,543 100.0 98,432 323,129 100.0 118,405 19.4 20.3

　

① ZOZOTOWN事業

ZOZOTOWN事業は、「受託ショップ」「買取ショップ」「ZOZOUSED」の３つの事業形態で構成されております。

「受託ショップ」は各ブランドの商品を受託在庫として預かり、受託販売を行っております。「買取ショッ

プ」は各ブランドからファッション商材を仕入れ、自社在庫を持ちながら販売を行っております。

「ZOZOUSED」は主に個人ユーザー等から中古ファッション商材を買取り、販売を行っております。

　当社では、ZOZOTOWN事業を持続的に成長させていくためには「購入者数の拡大」及び「ファッション消費

におけるZOZOTOWN利用率上昇」が重要なファクターであると認識しております。そのために、ユーザーとブ

ランド双方にとって魅力的なサイト作りに取り組んでおります。
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なお、ZOZOTOWN事業に係る主なKPIの推移は以下のとおりです。

(ショップ数等)

［表４］ショップ数、ブランド数の推移

前連結会計年度 当連結会計年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

ZOZOTOWN出店ショップ数

(注)1
987 1,016 1,094 1,111 1,139 1,183 1,255 1,245

内）買取ショップ 8 7 6 6 5 5 5 5

　 受託ショップ 979 1,009 1,088 1,105 1,134 1,178 1,250 1,240

ブランド数(注)1、2 5,859 6,032 6,346 6,443 6,820 6,957 7,115 7,056

(注) 1 四半期会計期間末日時点の数値を使用しております。

2 プライベートブランド「ZOZO」は含んでおりません。

当連結会計年度に新規出店したショップ数は213ショップ（純増134ショップ）となりました。主な新規出

店ショップは、グローバルブランドの「BANANA REPUBLIC」、大手衣料品チェーンストアの「しまむら」、米

国発ラグジュアリーブランドの「MICHAEL KORS」、ハット・キャップなどの帽子ブランド「CA4LA」となって

おります。なお、退店ショップ数は79ショップとなっておりますが、これはブランドの終了、統合又は売上

不振による退店に加え、「ZOZOARIGATOメンバーシップ」の実施に伴う、当第４四半期連結会計期間における

一部ショップの退店が主な要因となっております。

(年間購入者数)

［表５］年間購入者数の推移

前連結会計年度 当連結会計年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

年間購入者数 6,734,740 6,963,986 7,205,777 7,223,227 7,392,126 7,769,546 8,073,672 8,126,524

(前年同期比) 1,902,182 1,711,445 1,422,396 899,194 657,386 805,560 867,895 903,297

(前四半期比) 410,707 229,246 241,791 17,450 168,899 377,420 304,126 52,852

アクティブ会員数 4,181,873 4,591,017 4,957,861 5,112,861 5,458,643 5,782,227 6,156,837 6,450,686

(前年同期比) 1,337,702 1,531,026 1,536,421 1,219,705 1,276,770 1,191,210 1,198,976 1,337,825

(前四半期比) 288,717 409,144 366,844 155,000 345,782 323,584 374,610 293,849

ゲスト会員数 2,552,867 2,372,969 2,247,916 2,110,366 1,933,483 1,987,319 1,916,835 1,675,838

(前年同期比) 564,480 180,419 △114,025 △320,511 △619,384 △385,650 △331,081 △434,528

(前四半期比) 121,990 △179,898 △125,053 △137,550 △176,883 53,836 △70,484 △240,997
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(注) 集計期間は会計期間末日以前の直近１年間としております。

当連結会計年度においては、2018年５月（17日～23日）並びに同11月（６日～13日及び20日～27日）に実

施した「ZOZOWEEK」、及び同10月より会員向けサービスの拡充（ブランドクーポンを１ショップあたり１ク

ーポン発行が可能となる仕組みに変更）を行った影響に加えて、同12月より「ZOZOARIGATOメンバーシップ」

を開始したことから、アクティブ会員数は前年同期比で増加した一方で、ゲスト会員数については、これら

の影響により前年同期比で減少しております。

(年間購入金額及び年間購入点数)

［表６］年間購入金額、年間購入点数の推移

前連結会計年度 当連結会計年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

年間購入金額(全体)

(注)1、2、3
47,119 46,818 46,707 47,661 46,870 46,120 46,009 46,315

(前年同期比) △3.1％ △3.6％ △3.2％ 2.7％ △0.5％ △1.5％ △1.5％ △2.8％

(前四半期比) 1.5％ △0.6％ △0.2％ 2.0％ △1.7％ △1.6％ △0.2％ 0.7％

年間購入点数(注)1、2 10.7 10.9 11.0 11.4 11.3 11.2 11.1 11.1

(前年同期比) 8.2％ 4.5％ 4.9％ 10.8％ 5.8％ 3.0％ 1.4％ △2.9％

(前四半期比) 4.1％ 1.7％ 0.9％ 3.7％ △0.5％ △1.0％ △0.7％ △0.6％

年間購入金額(既存会員)

(注)1、2、3
63,004 64,290 62,761 61,098 59,569 57,563 56,304 55,792

(前年同期比) 6.9％ 7.0％ 3.0％ △1.1％ △5.5％ △10.5％ △10.3％ △8.7％

(前四半期比) 2.0％ 2.0％ △2.4％ △2.7％ △2.5％ △3.4％ △2.2％ △0.9％

年間購入点数(注)1、2 14.1 14.6 14.5 14.4 14.2 13.8 13.6 13.4

(前年同期比) 19.2％ 15.7％ 10.5％ 6.1％ 0.6％ △5.5％ △6.2％ △6.8％

(前四半期比) 4.0％ 3.2％ △0.7％ △0.4％ △1.4％ △3.0％ △1.5％ △1.1％

(注) 1 集計期間は会計期間末日以前の直近１年間としております。

2 アクティブ会員１人当たりの指標となっております。

3 円単位となっております。
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当連結会計年度の各四半期における全体の年間購入金額が前年同期比で減少している主な要因は、ライト

ユーザーの割合増加によるものとなります。なお、当第４四半期連結会計期間において、前四半期比で年間

購入金額が微増となりましたが、これは、前第３四半期連結会計期間より配布を開始した「ZOZOSUIT」をき

っかけに獲得した新規アクティブ会員が、当第４四半期連結会計期間において既存アクティブ会員に切り替

わった影響で、アクティブ会員内における既存会員比率が上昇したことが要因となります。当連結会計年度

において、既存会員の年間購入金額が前年同期比及び前四半期比で減少している要因は、会員歴の浅い既存

アクティブ会員の構成割合が上昇したことによるもの（会員歴の長さに応じて年間購入金額が高くなる傾

向）となります。

(平均商品単価等)

［表７］平均商品単価、平均出荷単価、出荷件数の推移

前連結会計年度 当連結会計年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

平均商品単価(注)1、2 4,099 3,664 4,858 4,203 3,953 3,655 4,759 4,364

(前年同期比) △8.3％ △5.0％ △7.2％ △6.1％ △3.6％ △0.2％ △2.0％ 3.8％

平均出荷単価(注)1、2 8,530 8,186 9,043 8,611 8,122 7,777 9,560 9,454

(前年同期比) △1.7％ 3.1％ △10.9％ △3.8％ △4.8％ △5.0％ 5.7％ 9.8％

１注文あたり購入点数

(注)1
2.08 2.23 1.86 2.05 2.05 2.13 2.01 2.17

(前年同期比) 7.1％ 8.5％ △3.9％ 2.4％ △1.3％ △4.8％ 7.9％ 5.7％

出荷件数(注)1 6,787,599 7,148,647 8,303,595 8,293,761 8,425,033 8,865,330 9,512,052 9,065,816

(前年同期比) 45.9％ 32.6％ 41.1％ 19.7％ 24.1％ 24.0％ 14.6％ 9.3％

(注) 1 四半期会計期間の数値を使用しております。

2 円単位となっております。

平均商品単価につきましては、低単価ショップの商品取扱高構成比の上昇による下落トレンドに、一定の

下げ止まり感が見受けられるようになりました。なお、当第４四半期連結会計期間においては、前年同期比

で平均商品単価は増加しておりますが、これは「ZOZOARIGATOメンバーシップ」に入会する新規及び既存会

員は値引による恩恵を享受できることから、普段よりも価格帯の高いショップの商品を購入する傾向が見ら

れたことが要因です。平均出荷単価につきましては、当第１四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計

期間においては、平均商品単価の下落や発送件数内の予約商品比率の上昇に伴う単品発送比率の上昇により

前年同期比で下落しておりましたが、当第３四半期連結会計期間及び当第４四半期連結会計期間において

は、前年同期比で増加基調に転じております。主な要因としましては、当第３四半期連結会計期間について

は、2017年11月より送料を一律200円に改定したことから、前第３四半期連結会計期間においては１注文あ
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たりの購入点数が減少した結果、出荷単価が大幅に下落しましたが、送料改定実施後一定期間が経過し、ユ

ーザーへの浸透が一巡してきたことから、１注文あたりの購入点数が当第３四半期連結会計期間において前

年同期比で回復したことです。当第４四半期連結会計期間については、平均商品単価上昇の影響に加え、１

注文あたりの購入点数についても「ZOZOARIGATOメンバーシップ」の影響により前年同期比で増加したこと

が要因となります。

受託ショップ、買取ショップ及びZOZOUSEDの実績は以下のとおりです。

a. 受託ショップ

当連結会計年度の商品取扱高は294,230百万円（前年同期比19.2％増）、商品取扱高に占める割合は91.0％

（前年同期実績91.2％）となりました。売上高（受託販売手数料）は82,670百万円（前年同期比16.1％増）

となりました。2019年３月末現在、受託ショップは1,240ショップ（2018年12月末1,250ショップ）を運営し

ております。

b. 買取ショップ

当連結会計年度の商品取扱高は149百万円（前年同期比10.2％減）、商品取扱高に占める割合は0.0％（前

年同期実績0.1％）となりました。売上高は148百万円（前年同期比10.7％減）となりました。2019年３月末

現在、買取ショップ事業では５ショップ（2018年12月末５ショップ）を運営しております。

c. ZOZOUSED

当連結会計年度の商品取扱高は16,971百万円（前年同期比6.4％増）、商品取扱高に占める割合は5.3％

（前年同期実績5.9％）となりました。売上高は16,372百万円（前年同期比2.8％増）となりました。

② PB事業

PB事業では、ユーザー個人の体型に合わせた当社の自社企画アパレル商品を販売する事業を行っておりま

す。当事業は、当社が開発した採寸用ボディースーツ「ZOZOSUIT」を希望ユーザーに配布した上で提供頂く

計測結果情報を活用することで、個人に合った最適なサイズの商品提供を可能としております。当連結会計

年度の商品取扱高は2,763百万円、商品取扱高に占める割合は0.9％となりました。売上高は2,746百万円と

なりました。

　

③ BtoB事業

BtoB事業では、ブランドの自社ECサイトの構築及び運営を受託しております。当連結会計年度の商品取扱

高は9,014百万円（前年同期比19.6％増）、商品取扱高に占める割合は2.8％（前年同期実績2.8％）となりま
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した。売上高（受託販売手数料）は2,056百万円（前年同期比25.2％増）となりました。2019年３月末現在、

受託サイト数は23サイト（2018年12月末18サイト）となっております。

④ 広告事業

広告事業は、「ZOZOTOWN」及び「WEAR」が誇るユーザーリーチ基盤を活用し、取引先ブランドや広告代理

業者に広告枠を提供し、広告収入を得る事業形態となります。当連結会計年度の売上高は1,426百万円とな

りました。「WEAR」については、引き続きユーザーの拡大及びコンテンツの拡充を行うとともに、広告によ

る収益化を図ってまいります。2019年３月末時点のアプリダウンロード数は1,300万ダウンロードを超えて

おり、月間利用者数ともに堅調に推移しております。

⑤ その他

その他には、ZOZOTOWN事業に付随した事業の売上（送料収入、決済手数料収入、有料会員収入等）、連結

子会社のその他売上高などが計上されております。当連結会計年度のその他売上高は12,984百万円（前年同

期比36.7％増）となりました。

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度におきましては、商品取扱高及びアクセス数の増加に対応するため、物流関連機材の追加や

サーバーの増強等を行い、その総額は3,635百万円となりました。

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度中の主な資金調達は、当社グループの所要資金として、金融機関から短期借入金による調達

を実施しており、短期借入金の当期末残高は22,000百万円となりました。

　また、当社は資金の機動的かつ安定的な調達に向け2019年３月に取引銀行３行との間にシンジケート方式に

よるコミットメントライン契約を締結いたしました。なお、当連結会計年度末における借入実行残高はありま

せん。

(4) 対処すべき課題

　当社グループの当面の課題は、①出店ブランドの信頼を回復すべく、共創・共有・共感をテーマに、出店ブ

ランドに対して当社として価値提供を行っていくこと、②ZOZOTOWNにおける取扱アイテム、ブランドの拡充、

③フルフィルメント及びECシステム機能の強化への取り組み、④システムエンジニアのリソース強化が必要で

あると考えております。

①出店ブランドの信頼を回復すべく、共創・共有・共感をテーマに、当社から出店ブランドに対して価値提供

を行っていくための取り組みの推進

a.ZOZOTOWN出店企業の自社EC運営のためのフルフィルメント支援サービス「Fulfillment by ZOZO」の開始
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　ブランドの自社EC支援サービスとして、フルフィルメントを中心とした支援サービスを2019年10月より開始

いたします。当社が持っている物流キャパシティ、物流施設を活用し、ブランドの自社ECのフルフィルメント

を支援してまいります。このサービスは、ブランドからは配送料、出荷代行手数料を頂きますが、それ以外の

手数料は頂かないという料金形態をとることでブランドの負担を軽減いたします。

　一方、このフルフィルメント支援サービスを行うことで、当社の物流倉庫においてブランドのZOZOTOWNの在

庫、自社ECの在庫を共通化でき、在庫量が増加することから、ZOZOTOWNにおける在庫不足による機会損失を防

ぐことが可能となります。

b.ブランドと協働でMSP（マルチサイズプラットフォーム）事業の開始

　MSP（マルチサイズプラットフォーム）事業は、当社がZOZOSUITで得た100万以上の体型データを活用して、

ユーザーの身長・体重に応じた最適なサイズを展開するプラットフォームを出店ブランドに提供し、ブランド

が企画する商品を販売していくことで、ユーザーのサイズに対するニーズに応えてまいります。当社のマルチ

サイズのノウハウ、ZOZOTOWNの販売力とブランドの商品企画力を融合させ、ZOZOTOWNならではのブランドの商

品をユーザーへ提供することで、ZOZOTOWN、ブランドの価値を向上させてまいります。

②ZOZOTOWNにおける取扱アイテム、ブランドの拡充

　ファッションEC事業者としての絶対的な地位をより強固なものとするために、多くのユーザーがそれぞれの

趣向にあった商品を購入できるよう取扱アイテム、ブランドの更なる拡充を図ってまいります。

③フルフィルメント及びECシステム機能の強化への取り組み

　今後見込まれる商品取扱量の増加を視野に入れ、更なる物流キャパシティの拡大、業務効率化の促進を検討

してまいります。2019年秋、及び2020年春にそれぞれ物流倉庫を増やすことで、物流キャパシティを拡大いた

します。また、ECシステムのハード及び機能面に関しましては、利用者数の増加及びそれに伴うアクセス数の

増加への対応、ユーザビリティ向上のため、適宜強化を図ってまいります。

④システムエンジニアのリソース強化

　今後のビジネスの拡張を図る上でシステムエンジニアのリソース強化が重要となります。現状、250名程度

のエンジニアが在籍しておりますが、今後の事業展開を鑑み、開発スピードの向上や新たなテクノロジーを取

りいれるべく、エンジニアを増員してまいります。
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(5) 財産及び損益の状況推移
　

区 分
2015年度
第18期

2016年度
第19期

2017年度
第20期

2018年度
第21期

(当連結会計年度)

売 上 高
(百万円)

54,422 76,393 98,432 118,405

経 常 利 益
(百万円)

17,883 26,442 32,740 25,717

親会社株主に帰属する当期純利益

　(百万円)
11,988 17,035 20,156 15,985

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
(円)

37.46 54.66 64.68 52.20

総 資 産
(百万円)

34,916 55,720 70,712 78,961

純 資 産
(百万円)

17,932 29,868 40,810 22,656
　

(注)１ １株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。

２ 当社は、2016年10月１日を効力発生日として、１株につき３株の割合で株式分割を行っております。１
株当たり当期純利益は、2015年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

３「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法施
行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（2018年法務省令第５号 2018年３月26日）を当連結
会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示する方法に変更しております。なお、2017年度についても当該会計基準等を遡って適用してお
ります。
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(6) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）
　

事業部門 事業内容

ZOZOTOWN事業

ZOZOTOWN事業は受託ショップ、買取ショップ、ZOZOUSEDから構成されております。

（受託ショップ）
「ZOZOTOWN」に各ブランドがテナント形式で出店を行い、出店後の運営管理を行う事
業であり、当社グループが各ブランドの掲載する商品を当社の物流拠点に受託在庫と
して預かり、販売を行う事業形態です。当事業と買取ショップとの大きな違いは、基
本的なマーチャンダイジングをテナント側が実施することと、受託販売形態であるた
め当社が在庫リスクを負担しないことであります。当事業に係る売上高は、販売され
た商品の手数料を受託販売手数料として計上しております。

（買取ショップ）
各ブランドからファッション商材を仕入れ、自社在庫を持ちながら販売を行う事業形
態であります。

（ZOZOUSED）
個人ユーザー等から中古ファッション商材を買い取り、自社在庫を持ちながら販売を
行う二次流通事業形態であります。当事業は㈱ZOZOUSEDが主体となって手掛けており
ます。

PB事業
ユーザー個人の体型に合わせた当社の自社企画アパレル商品を販売する事業形態であ
ります。

BtoB事業

アパレルメーカーが独自に運営するECサイトのシステム開発、デザイン制作、物流請
負、マーケティング支援など、必要に応じて各種フルフィルメント関連業務を支援す
るものであります。なお、当事業に係る売上高につきましても、受託ショップと同
様、販売された商品の手数料を受託販売手数料として計上しております。

広告事業
「ZOZOTOWN」及び「WEAR」が誇るユーザーリーチ基盤を活用し、取引先ブランドや広
告代理業者に広告枠を提供し、広告収入を得る事業形態であります。

その他
ZOZOTOWN事業に付随した事業（有料会員収入、送料収入、決済手数料収入等）があり
ます。
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(7) 主要な営業所等（2019年３月31日現在）

①当社
　

本社 千葉県千葉市美浜区

物流センター（ZOZOBASE） 千葉県習志野市、千葉県印西市、茨城県つくば市
　

　

②子会社
　

㈱ZOZOUSED 東京都渋谷区

㈱ZOZOテクノロジーズ 東京都渋谷区

㈱アラタナ 宮崎県宮崎市

(注)１ 2018年10月１日より㈱クラウンジュエルは、㈱ZOZOUSEDに商号変更しております。
２ 2018年10月１日より㈱スタートトゥデイテクノロジーズは、㈱ZOZOテクノロジーズに商号変更してお

ります。

(8) 従業員の状況等（2019年３月31日現在）

①企業集団の従業員数
　

従業員数 1,094名

前連結会計年度末比増減 190名増
　

(注)１ 従業員数は、正社員、準社員の就業人員であります。
２ 従業員数には、臨時雇用者（アルバイト、派遣社員を含む。）の期中平均雇用人員2,298名は含まれてお

りません。

　

②当社の従業員数
　

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

551名 80名増 32.7歳 5.4年
　

(注) 従業員数は、就業人数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨
時雇用者（アルバイト、派遣社員を含む。）の期中平均雇用人員1,844名は含まれておりません。
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(9) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社との関係

　該当事項はありません。

　

②重要な子会社の状況
　

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

㈱ZOZOUSED 123百万円 100.0％
アパレル商材に特化した二次流通
事業

㈱ZOZOテクノロジーズ 280百万円 100.0％
スマートフォンやタブレット向け
アプリ及びシステム開発

㈱アラタナ 99百万円 100.0％
ファッションメディアの開発・運
営、その他ソフトウェア等の開発

　

(注) 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

(10) 主要な借入先（2019年３月31日現在）

借入先 借入残高

㈱三井住友銀行 22,000百万円
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(11)その他の企業集団に関する重要な事項

　①商号変更について

　当社は2018年10月１日に、商号を㈱ZOZOに変更しました。

　②執行役員制度導入について

　当社は2019年４月25日開催の取締役会において、経営の意思決定および監督機能と業務執行を明確に分離

し、コーポレートガバナンス体制をより一層強化するとともに、経営の機動力を高めるため、執行役員制度を

導入する旨の決議をしております。

　執行役員制度の導入日 2019年５月１日

　次のとおり異動がありました。

氏 名
地位及び担当並びに重要な兼職の状況

変更前 変更後

武 藤 貴 宣 取締役 EC事業本部担当 執行役員 EC事業本部 本部長

大 蔵 峰 樹 取締役 フルフィルメント本部担当 執行役員 フルフィルメント本部 本部長

清 水 俊 明 取締役 ホスピタリティ本部担当 執行役員 ホスピタリティ本部 本部長

廣 瀬 文 慎 経営管理本部 本部長 執行役員 経営管理本部 本部長

山 﨑 孝 郎 マーケティング本部 本部長 執行役員 マーケティング本部 本部長

田 端 信 太 郎 コミュニケーションデザイン室 室長
執行役員 コミュニケーションデザイン室
室長
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 1,287,360,000株

(2) 発行済株式の総数 311,644,285株

(3) 株主数 43,087名

　

(4) 大株主の状況
　

株主名
当社への出資状況

持株数 持株比率

前澤 友作 109,726,600株 35.9％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 9,588,100株 3.1％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,571,100株 3.1％

ＭＬＩ ＦＯＲ ＣＬＩＥＮＴ ＧＥＮＥＲＡＬ
ＯＭＮＩ ＮＯＮ ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ ＮＯＮ
ＴＲＥＡＴＹ－ＰＢ

7,719,300株 2.5％

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーア
カウント

7,343,043株 2.4％

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 6,300,961株 2.1％

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ １４
００５１

4,218,900株 1.4％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 4,176,800株 1.4％

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー５０５
２２５

4,016,017株 1.3％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 3,758,800株 1.2％

(注)１ 当社は、自己株式を6,349,103株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　 ２ 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

発行決議日 2018年６月26日 2018年６月26日 2018年６月26日

新株予約権の数（個） 150,108 90,064 60,043

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 普通株式 普通株式

（新株予約権１個に
つき100株）

（新株予約権１個に
つき100株）

（新株予約権１個に
つき100株）

新株予約権の払込金額（１個当たり）

452,781円 444,323円 433,293円

なお、当社に対する
報酬債権をもって相
殺し、金銭の払込は
要しない。

なお、当社に対する
報酬債権をもって相
殺し、金銭の払込は
要しない。

なお、当社に対する
報酬債権をもって相
殺し、金銭の払込は
要しない。

新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額

新株予約権１個当た
り100円

新株予約権１個当た
り100円

新株予約権１個当た
り100円

（１株当たり1円） （１株当たり1円） （１株当たり1円）

権利行使期間
2018年７月14日から
2031年７月13日まで

2018年７月14日から
2034年７月13日まで

2018年７月14日から
2038年７月13日まで

行使の条件 （注）１ （注）２ （注）３

役
員
の
保
有
状
況

取締役
(社外取締
役を除く)

新株予約権の数(個) 150,108 90,064 60,043

目的となる株式数(株) 15,010,800 9,006,400 6,004,300

保有者数(人) ８ ８ ８

社外取締役

新株予約権の数(個) - - -

目的となる株式数(株) - - -

保有者数(人) - - -

監査役

新株予約権の数(個) - - -

目的となる株式数(株) - - -

保有者数(人) - - -

（注）１① 新株予約権の割当てを受ける者（以下、「新株予約権者」という。）は、行使期間内において、以下

の権利行使条件に従い、新株予約権を行使することができるものとする。

　ただし、新株予約権者は、権利行使時においても継続して当社の業務執行取締役の地位にあること

を要するものとする。また、代表取締役社長前澤友作については、権利行使時においても継続して当

社の代表取締役の地位にあることを要するものとする。

（ア）新株予約権者において、新株予約権の割当日から３年を経過する日までの期間中、継続して、
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当社の業務執行取締役の地位にあったこと、（イ）2021年３月期にかかる当社が提出した有価証券報

告書に記載される監査済みの当社連結損益計算書において、売上高393,000百万円以上であること、

（ウ）割当日から2021年６月30日に至るまでの間の特定の日において、当該特定の日を含む直前30営

業日（当社の普通株式の普通取引が成立しない日を除く。）の時価総額（次式によって算出する。）の

平均値が２兆円を超過すること、及び（エ）割当日から2021年６月30日に至るまでの間の特定の日

（(ウ)における「特定の日」と同一の日とする。）において、当該特定の日を含む直前30営業日（当社

の普通株式の普通取引が成立しない日を除く。）の株価（次式によって算出する。）の平均値が割当日

の株価の1.3倍を超過することの全てを条件として、当該全ての条件を満たした日の翌日以降に限り、

新株予約権を行使することができる。

時価総額 ＝（当社の発行済普通株式総数－当社が保有する普通株式に係る自己株式数）

株価 ＝ 東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

調整後株価 ＝ 調整前株価×分割（又は併合）の比率

② その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

おいて定めるところによる。

２① 新株予約権の割当てを受ける者は、行使期間内において、以下の権利行使条件に従い、新株予約

権を行使することができるものとする。

　ただし、新株予約権者は、権利行使時においても継続して当社の業務執行取締役の地位にあるこ

とを要するものとする。また、代表取締役社長前澤友作については、権利行使時においても継続し

て当社の代表取締役の地位にあることを要するものとする。

（ア）新株予約権者において、新株予約権の割当日から６年を経過する日までの期間中、継続し

て、当社の業務執行取締役の地位にあったこと、（イ）割当日から2024年６月30日に至るまでの間

の特定の日において、当該特定の日を含む直前30営業日（当社の普通株式の普通取引が成立しない

日を除く。）の時価総額（次式によって算出する。）の平均値が３兆円を超過すること、及び（ウ）

割当日から2024年６月30日に至るまでの間の特定の日（(イ)における「特定の日」と同一の日とす

る。）において、当該特定の日を含む直前30営業日（当社の普通株式の普通取引が成立しない日を

除く。）の株価（次式によって算出する。）の平均値が割当日の株価の1.8倍を超過することの全て

を条件として、当該全ての条件を満たした日の翌日以降に限り、新株予約権を行使することができ

る。

時価総額 ＝（当社の発行済普通株式総数－当社が保有する普通株式に係る自己株式数）

株価 ＝ 東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値
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調整後株価 ＝ 調整前株価×分割（又は併合）の比率

② その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

おいて定めるところによる。

３① 新株予約権の割当てを受ける者は、行使期間内において、以下の権利行使条件に従い、新株予約

権を行使することができるものとする。

　ただし、新株予約権者は、権利行使時においても継続して当社の業務執行取締役の地位にあるこ

とを要するものとする。また、代表取締役社長前澤友作については、権利行使時においても継続し

て当社の代表取締役の地位にあることを要するものとする。

（ア）新株予約権者において、新株予約権の割当日から10年を経過する日までの期間中、継続し

て、当社の業務執行取締役の地位にあったこと、（イ）割当日から2028年６月30日に至るまでの間

の特定の日において、当該特定の日を含む直前30営業日（当社の普通株式の普通取引が成立しない

日を除く。）の時価総額（次式によって算出する。）の平均値が５兆円を超過すること、及び（ウ）

割当日から2028年６月30日に至るまでの間の特定の日（(イ)における「特定の日」と同一の日とす

る。）において、当該特定の日を含む直前30営業日（当社の普通株式の普通取引が成立しない日を

除く。）の株価（次式によって算出する。）の平均値が割当日の株価の2.5倍を超過することの全て

を条件として、当該全ての条件を満たした日の翌日以降に限り、新株予約権を行使することができ

る。

時価総額 ＝（当社の発行済普通株式総数－当社が保有する普通株式に係る自己株式数）

　 株価 ＝ 東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

調整後株価 ＝ 調整前株価×分割（又は併合）の比率

② その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

おいて定めるところによる。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2019年３月31日現在）
　

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況

前 澤 友 作
代表取締役社長（コミュニケーションデ
ザイン室及び創造戦略室担当）

㈱ZOZOテクノロジーズ取締役会長

栁 澤 孝 旨 取締役副社長兼CFO（経営管理本部担当）
㈱コロプラ取締役
㈱ZOZOUSED取締役
㈱アラタナ取締役

大石 亜紀子 取締役（人自本部担当） ―

武 藤 貴 宣 取締役兼EC事業本部長 ―

大 蔵 峰 樹 取締役（フルフィルメント本部担当）
㈱ZOZOテクノロジーズ取締役
㈱ZOZOUSED取締役
㈱アラタナ取締役

澤田 宏太郎 取締役（マーケティング本部担当）
㈱ZOZOUSED取締役
㈱ZOZOテクノロジーズ取締役

清 水 俊 明 取締役兼ホスピタリティ本部長 ―

伊 藤 正 裕 取締役（PB事業担当） ―

小 野 光 治 取締役 ㈱ダイアモンドヘッズ ディレクター

畠 山 清 治 常勤監査役 ㈱ZOZOテクノロジーズ監査役

茂田井 純一 監査役
㈱アカウンティング・アシスト代表取締役
㈱CARTA HOLDINGS監査役
㈱ビジョン監査役

服 部 七 郎 監査役 ―

宇都宮 純子 監査役

宇都宮・清水・陽来法律事務所（弁護士）
㈱ソラスト監査役
㈱アドベンチャー取締役
ラクスル㈱監査役

　

(注)１ 小野光治氏は、社外取締役であります。なお、当社は小野光治氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２ 監査役畠山清治氏、茂田井純一氏、宇都宮純子氏の３名は社外監査役であります。なお、当社は畠山清
治氏、茂田井純一氏、宇都宮純子氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

３ 監査役茂田井純一氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。

４ 2019年４月30日をもって、大石亜紀子氏、武藤貴宣氏、大蔵峰樹氏及び清水俊明氏は取締役を辞任いた
しました。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は社外取締役及び各監査役との間において、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任について、善意かつ重大な過失がない場合には、法令の定める限度額までに限定する契約を締

結しております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

　当事業年度に係る報酬等の額
　

区分 支給人員 報酬等の額

取 締 役 ８名 416百万円

（うち社外取締役） (－名) (－百万円)

監 査 役 ４名 43百万円

（うち社外監査役） (３名) (36百万円)

計 12名 459百万円

(注) 上記の報酬等には、ストック・オプション報酬に係る費用計上額110百万円が含まれております。

(4) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

　取締役小野光治氏は㈱ダイアモンドヘッズのディレクターであります。

　なお、㈱ダイアモンドヘッズと当社の間には資本関係及び取引関係はありません。

　監査役畠山清治氏は㈱ZOZOテクノロジーズの監査役であります。

　なお、㈱ZOZOテクノロジーズは当社の子会社であります。

　監査役茂田井純一氏は㈱アカウンティング・アシストの代表取締役であります。また㈱CARTA HOLDINGS、㈱

ビジョンの監査役であります。

　なお、㈱アカウンティング・アシスト、㈱CARTA HOLDINGS及び㈱ビジョンと当社の間には資本関係及び取引

関係はありません。

　監査役宇都宮純子氏は宇都宮・清水・陽来法律事務所の弁護士であります。また㈱ソラスト及びラクスル㈱

の監査役並びに㈱アドベンチャーの取締役であります。

　なお、宇都宮・清水・陽来法律事務所、㈱ソラスト、ラクスル㈱及び㈱アドベンチャーと当社の間には資本

関係及び取引関係はありません。
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②当事業年度における主な活動状況
　

氏名（地位) 主な活動状況

小 野 光 治 （取 締 役 )
当事業年度開催の取締役会21回中、20回に出席しております。ファッション業界
を中心としたアートディレクション及び企業・製品のブランディング活動で培わ
れた豊富な経験と幅広い知識・見地から適宜発言を行っております。

畠 山 清 治 （監 査 役 )

当事業年度開催の取締役会21回中、21回に出席しております。長年にわたる人事
労務管理の職務、他の企業における取締役及び監査役に就いていた経験・見地に
加え、社会保険労務士としての専門的見地から発言を行っております。
また、当事業年度開催の監査役会には20回中、20回に出席し、監査結果について
の意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

茂田井 純一（監査役 )

当事業年度開催の取締役会21回中、21回に出席しております。主に公認会計士と
しての財務・会計に関する高い見識と豊富な経験から発言を行っております。
また、当事業年度開催の監査役会には20回中、20回に出席し、監査結果について
の意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

宇都宮 純子（監査役 )

当事業年度開催の取締役会21回中、21回に出席しております。主に弁護士として
の法律・コンプライアンスに関する高い見識と豊富な経験から発言を行っており
ます。
また、当事業年度開催の監査役会には20回中、20回に出席し、監査結果について
の意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

　

5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 34百万円

②当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭

　その他の財産上の利益の合計額
78百万円
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（注）１ 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由

当社監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人から必要な資料を入手し報告を受けるほ
か、前期の監査計画・監査の遂行状況、当期の報酬見積りの相当性等を確認した結果、会計監査人の
報酬について合理的な水準であると判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査報
酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額は
これらの合計額を記載しております。

　

(3) 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である「財務デューデリジェン

ス業務」等についての対価を支払っております。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人との間において、会社法第423条第１項の賠償責任

について、善意かつ重大な過失がない場合には、法令の定める限度額までに限定する契約を締結しておりま

す。

　

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社は、監査役会において、会計監査人が以下の各号のいずれかに該当し、その職務の執行に支障を来たす

と判断し、かつ適宜に改善が見込まれないと判断したときは、監査役会の決議により当該会計監査人を解任又

は不再任を目的とする議案を株主総会に付議いたします。

①会社法又は公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁の処分を受けた場合

②会社法第340条第１項各号に該当すると判断した場合

③会計監査人の監査の品質、品質管理、独立性、その他総合的能力等を勘案し、当社の監査を遂行するに不十

分又は不適切であると判断した場合

6. 会社の体制及び方針

(1) 当社は会社法及び会社法施行規則に定める業務の適正を確保するための体制について、「内部統制システム

に関する基本方針」を定め、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりです。

１.当社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための体制

①当社の取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合し、かつ企業倫理の遵守及び社会的責任を果

たすため、代表取締役社長は経営管理本部担当取締役をコンプライアンス全体に関する統括責任者として任

命する。また、コンプライアンス上の重要な問題を審議するために、代表取締役社長を委員長とするコンプ
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ライアンス委員会を設置することにより、コンプライアンス体制の構築、維持を図り、法令等に違反する行

為、違反の可能性のある行為又は不適切な取引を未然に防止し、当社の取締役及び使用人の法令遵守体制の

強化を図る。

②法令や社内諸規程等に反する疑いのある行為等を当社の取締役及び使用人が通報するための内部通報制度

（ヘルプライン）を設置し、不正行為等を早期に発見し、是正する。ヘルプラインに通報された事項に関し

ては、コンプライアンス委員会にて調査を行い、是正が必要な行為が明らかになった場合は、コンプライア

ンス委員会にて速やかに是正措置及び再発防止策を決定し、実施する。

③内部監査室は、コンプライアンス体制の調査、法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会及び監

査役会に報告する。

④取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

⑤監査役会は、この内部統制システムの有効性と機能を監査し、課題の早期発見と是正に努める。

２.当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、法令、「情報システム管理規程」及び

「文書取扱規程」に基づき、文書または電磁的媒体により記録の上、適切に管理、保存する。

②当社の監査役は、これらの情報を常時閲覧することができる。

３.当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社のリスク管理統括責任者は経営管理本部担当取締役とし、取締役、本部長及び関連部署ディレクターは

「リスク管理規程」に基づき、各種リスクを洗い出し並びに評価を行い、リスクの回避、軽減又は移転に必

要な措置を事前に講ずる。

②内部監査室は、各組織のリスク管理状況を監査し、その結果を取締役会及び監査役会に報告する。

③取締役会は、定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。
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４.当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①「取締役会規程」、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等を定めることにより、取締役と各

部署の職務及び責任の明確化を図る。また、「取締役会規程」により、取締役会に付議すべき事項、各取締

役で決裁が可能な範囲を定め、取締役の職務の執行が効率的に行われる体制とする。

②代表取締役社長は、「予算管理規程」に基づき年度経営計画を立案し、取締役会での承認を受け、各部門担当

取締役は決定された計画に基づき、各部門が実施すべき具体的施策及び効率的な業務遂行体制を決定する。

③経営管理本部担当取締役は、取締役会において「予算管理規程」に基づき年度経営計画の進捗状況について定

期的に報告し、取締役会にて当該施策及び効率的な業務遂行体制を阻害する要因の分析とその改善を図って

いく。

５.当社並びにその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）における業務の適正を確保する

ための体制

①子会社の取締役または監査役を当社から１名以上派遣し、子会社の取締役の職務執行の監視・監督または監

査を行う。子会社の事業運営、コンプライアンス体制及びリスク管理体制の整備その他子会社の経営管理に

ついては、「関係会社管理規程」に基づき経営管理本部が担当する。子会社の経営については、その自主性を

尊重しつつ、当社への事業の状況に関する定期的な報告と重要事項については適切な承認を得るものとす

る。

②内部監査室は、当社の子会社管理状況及び子会社の業務活動について内部監査を実施する。

６.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにそ

の使用人に対する実効性の確保に関する事項と取締役からの独立性に関する事項

①監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、監査役を補

助すべき使用人として指名することができる。監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人へ

の指揮権は監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

②監査役を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役会の事前の同意を得るものとす

る。

７.当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体

制
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　当社グループの取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び不正行為や重要な法令

並びに定款違反行為を認知した場合の他、取締役会に付議する重要な事項と決定事項、重要会計方針、会計

基準及びその変更、内部監査の実施状況、重要な月次報告、その他必要な重要事項を、法令及び社内規程に

基づき監査役に報告するものとする。

８.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会及び経営会議に出席する

とともに、その他の重要な会議への出席や稟議書類等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用

人に説明を求めることとする。

②監査役は、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保す

るとともに、内部監査室及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら監査が実効的に行われる体制を確保す

る。

③代表取締役社長は、監査役会と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状

況、監査上の重要課題等について意見を交換し、相互の意思疎通を図る。

④監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務に関して支払の請求があった場合には速やかに支払いを行うものとする。

９.反社会的勢力排除に向けた体制

　社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力や団体とのいかなる関係も排除し、警察、顧問

弁護士等外部の専門機関とも連携を取りつつ、不当要求等に対しては毅然とした姿勢で組織的に対応する。

10.財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制が有効に機能する体制を構築、整備、運用す

る。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　①コンプライアンス体制の運用状況

　コンプライアンス委員会規程を整備し、当該規程に基づき、毎四半期に１回委員会を開催し、当社の社会的

責任、企業理念、社内規程、法令、その他様々な規制を遵守するための体制の構築、運用を行いました。さら

に、必要に応じて臨時の委員会を開催しました。また、通報者の不利益な取扱いを禁止したヘルプライン規程
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を整備し、法令遵守、不正行為等の未然防止、早期発見を行っております。コンプライアンス委員会、監査役

会及び社外弁護士を含む窓口（ヘルプライン）を設置し、社内イントラネットを通じて従業員へ周知し、運用

を行っております。 また、子会社においても当社コンプライアンス委員会を含む窓口を設置し、グループ全

体のコンプライアンス強化に努めております。

　②損失の危機の管理に関する規程その他の体制の運用状況

　「リスク管理規程」並びに「情報システム管理規程」を整備し、当該規程に基づき、リスク管理体制の構

築、運用を行っております。その一環として、不適切な情報管理及び機密情報流出の未然防止に向けた情報セ

キュリティ教育研修会を、役職員に対し１回実施しました。

　③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の運用状況

　「取締役会規程」に基づき、定時取締役会を毎月１回、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令等に定め

られた事項や経営方針、予算の策定など、経営に関する重要事項の意思決定を行うとともに、取締役間の意思

疎通を図り、相互に職務執行の監督を行いました。

　④当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制の運用状況

　子会社の取締役または監査役を当社から１名以上派遣し、子会社の業務の適正を図っております。また、子

会社が当社に対し報告、または事前承認を求める事項を定めた決裁権限基準に基づき、必要に応じて子会社か

ら当社に対し、付議、報告がなされております。また、半期に１回当社監査役及び子会社監査役で構成される

グループ監査役連絡会を実施し、各社の監査状況及び課題やリスク管理等の情報共有と意見交換を行い、監査

方針の統一化を図っております。

　⑤内部監査室に関する運用状況

　内部監査室が策定した内部監査計画に基づき、当社各部門及び子会社に対して、リスク管理状況並びに業務

遂行状況について内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長に適宜報告致しました。また、適宜常勤監査

役と情報交換を行い、四半期に１回監査役会と情報交換を行いました。

　⑥監査役の職務執行に関する運用状況

　監査役は、取締役会並びに取締役及び本部長で構成される経営会議への出席や、代表取締役社長との定期的

な懇談会のほか、内部監査室の監査結果等を通じて監査の実効性を確保し、監査役監査基準及び監査計画に基

づき監査を実施しております。
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(3) 会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については特に定めて

おりません。

　

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社グループでは、資本コストを上回る利益を生み出した時、企業価値が増大し、株主の皆様はもちろんの

こと全てのステークホルダーに満足いただけると考えております。株主の皆様への利益還元につきましては、

業績の推移・財務状況、今後の事業・投資計画等を総合的に勘案し、内部留保とのバランスを取りながら検

討・実施していくことを基本方針としております。具体的には、自己資本当期純利益率（ROE）30％という水

準に配慮したうえで事業の継続的拡大及び発展を実現させるための内部留保を確保し、その水準を超過する部

分に関しては、流動性の向上も勘案しつつ、積極的に株主還元してまいる所存でおります。

　当社の剰余金の配当については、期末配当の年１回もしくは中間配当を含めた年２回の配当を行うことを基

本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については

株主総会であります。

　当連結会計年度の配当につきましては、配当性向40％を基準に、期末配当金を１株当たり10円とさせていた

だくことといたしました。次期の配当につきましては、配当性向40％を基準に、１株当たり年間30円を予定し

ております。
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貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 51,481 流 動 負 債 51,488
現 金 及 び 預 金 15,421 買 掛 金 1,684
売 掛 金 27,629 受 託 販 売 預 り 金 16,644
商 品 及 び 製 品 3,034 未 払 金 4,830
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,351 未 払 費 用 300
前 渡 金 16 短 期 借 入 金 22,000
前 払 費 用 2,001 未 払 法 人 税 等 3,058
短 期 貸 付 金 22 前 受 金 166
1年内回収予定の長期貸付金 800 預 り 金 140
そ の 他 1,203 賞 与 引 当 金 265

ポ イ ン ト 引 当 金 1,343

返 品 調 整 引 当 金 92

そ の 他 961
固 定 資 産 21,970 固 定 負 債 3,532
有形固定資産 5,026 退 職 給 付 引 当 金 1,288
建 物 2,308 資 産 除 去 債 務 995
車 両 運 搬 具 7 関係会社事業損失引当金 760
工 具、 器 具 及 び 備 品 2,424 そ の 他 488
建 設 仮 勘 定 285 負 債 合 計 55,020

無形固定資産 555 （純 資 産 の 部）
商 標 権 35 株 主 資 本 18,244
ソ フ ト ウ ェ ア 193 資 本 金 1,359
そ の 他 326 資 本 剰 余 金 1,328

投資その他の資産 16,388 資 本 準 備 金 1,328
投 資 有 価 証 券 686 利 益 剰 余 金 39,968
関 係 会 社 株 式 6,406 そ の 他 利 益 剰 余 金 39,968
関 係 会 社 出 資 金 369 繰 越 利 益 剰 余 金 39,968
敷 金 2,375 自 己 株 式 △24,412
長 期 貸 付 金 453 評 価 ・ 換 算 差 額 等 77
繰 延 税 金 資 産 6,097 その他有価証券評価差額金 77

新 株 予 約 権 110

純 資 産 合 計 18,431

資 産 合 計 73,452 負 債 純 資 産 合 計 73,452
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損 益 計 算 書
（2018年４月１日から

2019年３月31日まで）
(単位：百万円)

科 目 金 額
売上高 103,523
売上原価 4,979
売上総利益 98,543
返品調整引当金戻入額 106
返品調整引当金繰入額 92
差引売上総利益 98,557
販売費及び一般管理費 74,447
営業利益 24,110
営業外収益
受取利息 12
リサイクル収入 54
ポイント失効益 48
関係会社業務支援料 91
受取賃借料 542
その他 22 772

営業外費用
支払利息 71
支払賃借料 410
支払手数料 80
為替差損 19
投資事業組合運用損 34 616

経常利益 24,265
特別利益
固定資産売却益 8 8

特別損失
固定資産除売却損 19
関係会社株式評価損 2,218
減損損失 1,400
たな卸資産評価損 466
関係会社事業損失 760 4,866

税引前当期純利益 19,407
法人税、住民税及び事業税 7,783
法人税等調整額 △2,205 5,577

当期純利益 13,830
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連結貸借対照表
（2019年３月31日現在）

　 (単位：百万円)
　

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 57,904 流 動 負 債 52,245

現 金 及 び 預 金 21,560 買 掛 金 1,693

売 掛 金 27,404 受 託 販 売 預 り 金 16,310

商 品 及 び 製 品 4,533 未 払 金 4,480

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,352 短 期 借 入 金 22,000

そ の 他 3,053 未 払 法 人 税 等 3,671

賞 与 引 当 金 395

ポ イ ン ト 引 当 金 1,343

返 品 調 整 引 当 金 92

そ の 他 2,258

固 定 資 産 21,056 固 定 負 債 4,059

有形固定資産 6,318 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,730

建 物 2,426 資 産 除 去 債 務 1,028

車 両 運 搬 具 7 事 業 整 理 損 失 引 当 金 812

工 具、 器 具 及 び 備 品 3,598 そ の 他 488

建 設 仮 勘 定 285 負 債 合 計 56,304

無形固定資産 3,112 （純 資 産 の 部）

の れ ん 2,291 株 主 資 本 22,528

ソ フ ト ウ ェ ア 448 資 本 金 1,359

そ の 他 371 資 本 剰 余 金 1,328

投資その他の資産 11,626 利 益 剰 余 金 44,252
投 資 有 価 証 券 2,339 自 己 株 式 △24,412
繰 延 税 金 資 産 6,409 その他の包括利益累計額 17

そ の 他 2,877 その他有価証券評価差額金 77

為 替 換 算 調 整 勘 定 18

退職給付に係る調整累計額 △77

新 株 予 約 権 110

純 資 産 合 計 22,656

資 産 合 計 78,961 負 債 純 資 産 合 計 78,961
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連結損益計算書
（2018年４月１日から

2019年３月31日まで）
(単位：百万円)

　

科 目 金 額
売上高 118,405
売上原価 13,457
売上総利益 104,948
返品調整引当金戻入額 106
返品調整引当金繰入額 92
差引売上総利益 104,962
販売費及び一般管理費 79,308
営業利益 25,654
営業外収益
受取利息 0
受取賃借料 5
業務支援料 90
リサイクル収入 59
補助金収入 58
ポイント失効益 48
その他 18 283

営業外費用
支払利息 71
支払賃借料 5
支払手数料 80
為替差損 26
投資事業組合運用損 34 219

経常利益 25,717
特別利益
事業譲渡益 169
固定資産売却益 8 178

特別損失
固定資産除売却損 23
投資有価証券評価損 264
減損損失 1,407
たな卸資産評価損 876
事業整理損失 822 3,394

税金等調整前当期純利益 22,501
法人税、住民税及び事業税 8,579
法人税等調整額 △2,062 6,516
当期純利益 15,985
非支配株主に帰属する当期純利益 －
親会社株主に帰属する当期純利益 15,985
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月15日

株式会社ZOZO
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 中 徹 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 篠 﨑 和 博 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ZOZOの2018年４月１日から2019年３
月31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその

附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本（連結)
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月15日

株式会社ZOZO
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 中 徹 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 篠 﨑 和 博 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ZOZOの2018年４月１日から2019年３月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ZOZO及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、2018年４月1日から2019年３月31日までの第21期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し
た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締

役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人、内部監査室等からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月16日
株式会社 ZOZO 監査役会

常勤監査役（社外監査役）畠 山 清 治 （印）

社外監査役 茂田井 純 一 （印）

監査役 服 部 七 郎 （印）

社外監査役 宇都宮 純 子 （印）
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

　第21期の期末配当につきましては、当事業年度の業績、今後の事業展開並びに内部留保の状況等を勘案し、以

下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

① 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円

総額3,052,951,820円

② 剰余金の配当が効力を生じる日

2019年６月26日

第２号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役に関する規定を新設して、補欠監

査役の選任決議の有効期間を定めるものであります。

２．変更の内容

変更の内容は以下のとおりであります。

（下線部は変更部分を示しております）

現行定款 変更案

（選任方法）

第31条

（条文省略）

（新設）

（新設）

（選任方法）

第31条

（現行通り）

３．当会社は、会社法第329条第３項の規定によ

り、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる

場合に備えて、株主総会において補欠監査役を選

任することができる。

４．前項の補欠監査役の選任に係る決議が効力を

有する期間は、当該決議後４年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

開始の時までとする。
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第３号議案 取締役６名選任の件

　取締役全員（５名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。経営監督機能の強化及びコーポレート・

ガバナンスの一層の強化を図るため、社外取締役を１名増員し、取締役６名の選任をお願いしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

１

ま え ざ わ ゆ う さ く

前 澤 友 作
(1975年11月22日生)

1998年５月当社設立

109,726,600株

当社代表取締役

2017年４月当社代表取締役社長(現任)

2019年５月当社コミュニケーションデザイン室及び

想像戦略室担当(現任)

（重要な兼職の状況）

　 ㈱ZOZOテクノロジーズ取締役会長

＜取締役候補者とした理由＞
当社創業以来一貫して当社代表を務め、長年に渡る経営経験を有すると共に、事業運営において迅速
で柔軟な意思決定を図ってまいりました。今後の当社グループの成長および当社の企業理念の実現に
向けて適任であることから、引き続き取締役候補者といたしました。

２

や な ぎ さ わ こ う じ

栁 澤 孝 旨
(1971年５月19日生)

1995年４月㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行）入社

100,900株

1999年５月㈱NTTデータ経営研究所入社

2005年５月みずほ証券㈱入社

2006年２月当社常勤監査役

2008年６月当社取締役経営管理本部長

2009年４月当社取締役CFO

2017年４月当社取締役副社長兼CFO(経営管理本部担当)

（現任）

（重要な兼職の状況）

　 ㈱コロプラ社外取締役

㈱ZOZOUSED取締役

㈱アラタナ取締役

＜取締役候補者とした理由＞
経理、財務、IR、法務等の経営管理全般、コーポレート・ガバナンス、M＆A等を統括し全社の管理基
盤強化を図ってまいりました。また、取締役副社長として業務を執行しており、今後も取締役会の構
成員として幅広い視点での職務執行が期待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

３

さ わ だ こ う た ろ う

澤 田 宏 太 郎
(1970年12月15日生)

1994年４月㈱NTTデータ入社

900株

1998年４月㈱NTTデータ経営研究所入社

2005年６月スカイライトコンサルティング㈱入社

2008年５月㈱スタートトゥデイコンサルティング

代表取締役

2013年６月

2017年４月

当社取締役（現任）

当社マーケティング本部担当

2019年５月当社ZOZOTOWN事業担当（現任）

（重要な兼職の状況）

㈱ZOZOUSED取締役

㈱ZOZOテクノロジーズ取締役

＜取締役候補者とした理由＞
当社入社以来、子会社の代表取締役としての経験を経て、マーケティング部門の管
掌として重要な業務執行および経営の意思決定・監督を行ってまいりました。また、
本年５月からZOZOTOWN事業担当として業務を執行しており、今後も取締役会の構成
員として職務執行が期待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。

４

い と う ま さ ひ ろ

伊 藤 正 裕

(1983年９月５日生)

2000年12月 ㈱ヤッパ（現㈱ZOZOテクノロジーズ）設立

同社 代表取締役社長

160,725株

2015年12月㈱スタートトゥデイ工務店

（現㈱ZOZOテクノロジーズ）代表取締役CEO

2017年６月 当社取締役 PB事業担当（現任）

＜取締役候補者とした理由＞

子会社の代表取締役を務め、現在PB事業担当として重要な業務執行および経営の意
思決定・監督を行ってまいりました。引き続き取締役会の構成員として職務執行が
期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

５

お の こ う じ

小 野 光 治
(1957年３月28日生)

1979年９月㈱ニービープロジェクト入社

－

1984年５月㈱ズィーカンパニー入社

1988年３月㈱ダイアモンドヘッズ ディレクター（現任）

2011年６月当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

㈱ダイアモンドヘッズ ディレクター

＜社外取締役候補者とした理由＞
ファッション業界を中心としたアートディレクション及び企業・製品のブランディング活動で培われ
た豊富な経験と幅広い見識をもとに、引き続き当社の経営を監督していただくとともに、当社の経営
全般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与していただきたく、社外取締
役として選任をお願いするものであります。

６

　ほ っ た か ず の ぶ

※ 堀 田 和 宣
(1975年９月24日生)

1998年10月㈱テイクアンドギヴ・ニーズ入社

－

2000年８月同社取締役

2002年６月同社退社

2003年10月㈱グッドラック・コーポレーション設立

代表取締役社長（現任）

2014年６月㈱テイクアンドギヴ・ニーズ 取締役（現任）

2015年11月同社取締役国際事業部長

（重要な兼職の状況）

㈱テイクアンドギヴ・ニーズ取締役

㈱グッドラック・コーポレーション代表取締役社長

＜社外取締役候補者とした理由＞

ウェディング業界およびホテル業界で培われた豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営を監督
していただくとともに、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンス強化
に寄与していただきたく、社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１． ※は新任の取締役候補者であります。

２. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３. 小野光治氏及び堀田和宣氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は小野光治氏を㈱東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４. 堀田和宣氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認さ

れた場合、当社は、独立役員として指定し同取引所に届け出る予定であります。

５． 小野光治氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。

６. 小野光治氏及び堀田和宣氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者もしくは役員ではなく、また過

去５年間に当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありません。
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７. 小野光治氏及び堀田和宣氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受け

る予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

８. 小野光治氏及び堀田和宣氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三

親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

９. 小野光治氏及び堀田和宣氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲受けによ

り当社が権利義務を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったことはあ

りません。

10. 当社は、小野光治氏との間において、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、当該契

約を継続する予定であり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており

ます。

11. 当社は、堀田和宣氏の選任が承認された場合、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。ただし、当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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第４号議案 監査役２名選任の件

　監査役畠山清治氏、茂田井純一氏、服部七郎氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役

２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。
　

　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

１

も た い じ ゅ ん い ち

茂 田 井 純 一
(1974年３月19日生)

1996年４月朝日監査法人

（現有限責任 あずさ監査法人）入社

48,900株

1998年４月公認会計士登録

2005年９月クリフィックス税理士法人入所

2006年３月税理士登録

2006年６月当社監査役（現任）

2008年12月㈱アカウンティング・アシスト設立

代表取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

　 ㈱アカウンティング・アシスト代表取締役

　 ㈱CARTA HOLDINGS監査役

　 ㈱ビジョン監査役

＜社外監査役候補者とした理由＞
公認会計士及び税理士としての専門的見地から、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、当社
の監査においてその職務を適切に遂行して頂けるものと判断したためであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

２

い が ら し ひ ろ こ

※ 五 十 嵐 弘 子
(1965年７月７日生)

1992年11月井上斎藤英和監査法人

（現有限責任 あずさ監査法人）入社

－1997年11月公認会計士登録

1999年９月㈱インターネット総合研究所入社

2011年10月㈱ブロードバンドタワー転籍

経理グループ責任者

＜社外監査役候補者とした理由＞
公認会計士の資格を有しており、また、他の企業において経理グループ責任者として職務に携わって
いたことから、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、当社の監査においてその職務を適切に
遂行して頂けるものと判断したためであります。

　
（注）１． ※は新任の監査役候補者であります。

２. 各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３. 茂田井純一氏及び五十嵐弘子氏は、社外監査役候補者であります。

なお、当社は茂田井純一氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。

４. 五十嵐弘子氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認

された場合、当社は、独立役員として指定し同取引所に届け出る予定であります。

５. 茂田井純一氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって13年となります。

６. 茂田井純一氏及び五十嵐弘子氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、ま

た過去５年間に当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありません。

７. 茂田井純一氏及び五十嵐弘子氏は、当社または当社の特定事業関係者から多額の金銭その他財産を

受ける予定はなく、また過去2年間に受けていたこともありません。

８. 茂田井純一氏及び五十嵐弘子氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶

者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

９. 茂田井純一氏及び五十嵐弘子氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲受け

により当社が権利義務を継承した株式会社において、当該合併の直前に業務執行者であったことは

ありません。

10. 当社は、茂田井純一氏との間において、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、当該契

約を継続する予定であり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており

ます。

11. 当社は、五十嵐弘子氏の選任が承認された場合、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。ただし、当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

― 46 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月28日 18時57分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



第５号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするものでありま

す。なお、当該補欠監査役につきましては、監査役が法令に定める員数を欠くことを就任の条件とし、その任期

は前任者の監査役任期の満了する時までといたします。また、その選任の効力は就任前に限り、監査役会の同意

を得て、取締役会の決議により取り消すことができるものとさせていただきます。

本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

は っ と り し ち ろ う

服 部 七 郎
(1944年 11月14日生)

1967年４月安宅産業㈱（現伊藤忠商事㈱）入社

1,700株

1977年10月豊田通商㈱入社

1980年12月大和証券㈱入社

1988年４月National Westminster銀行グループ入社

1988年４月County NatWest証券会社取締役債券本部長

1993年５月Country Manager,Japan兼National Westminster

銀行東京支店長

1995年８月Country Manager,Japan兼NatWest証券会社

代表取締役社長

1999年２月プリンストン・エコノミックス投資顧問㈱入社

代表取締役社長

2001年11月㈱ビーエスエル（現㈱OAKキャピタル）入社

同社取締役

2010年９月当社入社 内部監査室長

2011年６月当社監査役（現任）

＜補欠監査役候補者とした理由＞
商社・証券・商業銀行・投資銀行において長年に亘り国際業務に従事し、また外資系金融機関におい
て経営職の経験も長く、さらに当社内部監査室長及び監査役に就いていたことから、監査役として職
務を適切に遂行できると判断し、補欠監査役候補者といたしました。

（注）１. 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 当社は、服部七郎氏が監査役に就任した場合、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。ただし、当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

以 上
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パソコン・スマートフォン・タブ

https://s.srdb.jp/3092/

レット端末からもご覧いただけます。

会場ご案内

　

公共交通機関でご来場の方

東京駅－海浜幕張駅：JR京葉線快速で約30分

JR総武線幕張本郷駅－海浜幕張駅：京成バスで約15分

京成幕張本郷駅－海浜幕張駅：京成バスで約15分

海浜幕張駅－幕張メッセ 国際会議場：徒歩約10分

お車でご来場の方

東京方面から

湾岸習志野I.C.(東関東自動車道)または幕張I.C.(京

葉道路)から約５分

成田空港方面から

湾岸千葉I.C.(東関東自動車道)から約５分
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